





























A Study on American Studies




















































ルース・ベネディクト（Ruth	Benedict）が著した『菊と刀』（The Chrysanthemum and the 





















































































































ば、『ベン・ケーシー（Ben Casey）』、『逃亡者（The Fugitive）』、『ルーシーショー（I Love 






























































めとして、Japan as Number One	の著者であるエズラ・ヴォ―ゲル（Ezra	Vogel）教授など
枚挙に暇がない程である。たまたま幸運にも大学院生時代にヴォ―ゲル教授の講義を聞く機会
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に恵まれたが、驚くべき流暢な日本語であった。
1980年代はまた「新冷戦」の時代でもあった。1979年にソ連がアフガニスタン侵攻を突如
行い、ジミー・カーター（Jimmy	Carter）大統領の「人権外交」が脆くも崩壊した時代であ
った。カーターの後を継いだ共和党のレーガン（Ronald	Reagan）大統領は、ソ連を「悪の帝
国」と呼び軍事予算を大幅に増大し、強硬な外交政策を行った。また日本も中曽根康弘首相が
レーガンに歩調を合わせ、「ロン・ヤス」と両者は呼び合い、相性も良かったのかも知れない。
また中曽根は初めて「GNPの１％の枠内に防衛費を納める」という従来の慣行を破り、防衛
費の増大を実行した。
このような時代背景の下、日米関係は政治レベルでは極めて良好であった。しかし経済レベ
ルでは、日本車のアメリカへの輸出が増大し、アメリカの３大自動車会社は打撃を受け、
“Japan	Bashing”が頻発していた。その結果、アメリカは財政赤字と貿易赤字という、いわば
「双子の赤字」を抱えてしまい国力は落ち始めていた。
このような歴史的文脈もあり、日米共に双方に関心が高まっていた。大学や大学院では国際
関係論の隆盛と共に、地域研究も隆盛していった。同志社大学大学院ではアメリカ研究を地域
研究から独立させて、「アメリカ研究科」という独自の研究科を設置した程であった8）。東京
大学大学院総合文化研究科、東京外国語大学地域研究研究科、また筑波大学地域研究研究科な
どでは、アメリカ研究プログラムは充実して行き、志願者も多かったようである。
このように1980年代は、国際関係論の講座が飛躍的に発展したため、地域研究も並行して
発展していった。1951年に設立された東京大学教養学部アメリカ分科の卒業生が円熟期を迎
えていたこともあって、アメリカ研究の発展は目を見張る現象が存在していた。ちなみに国際
関係学部が相次いで創設されたのも、この時期であった。
５．アメリカ研究の現在
戦時中の黎明期のアメリカ研究、終戦後からの創始期のアメリカ研究、日本人がアメリカに
憧れを抱いた揺籃期のアメリカ研究、日本が豊かとなり、日米関係がある点では対等に近づい
たアメリカ研究の隆盛期、そして現在のアメリカ研究の時代へ歴史は流れてきた。
この間には、「親米」、「嫌米」、「反米」そして「再親米」と日本人のアメリカに対する見解
も変化を遂げ、また錯綜している。21世紀に入るや否や、アメリカは「9.11同時多発テロ」
を経験し、中東問題がアメリカに重くのし掛かって来ている。自由主義諸国の代表として、
「北大西洋条約機構　NATO（＝North	Atlantic	Treaty	Organization）」軍の盟主として、ま
た国際連合の常任理事国としてアメリカは多くの責務を負っている。我々日本人も現在、「等
身大の真のアメリカ」を見ている。依然として超大国ではあるが、アメリカの国力は相対的に
は落ち始めている。
アメリカ研究は現在も、大学や大学院で粛々と学習と研究が行われている。中国、ロシア、
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北朝鮮などの現在の日本にとって「仮想敵国」と思われる国々に対峙している実情を鑑みる
と、やはり日米関係とりわけ日米安全保障条約は最重要な事柄なのである。
ただし、等身大のアメリカを日本人も冷静に見ることができるようになったためなのであろ
うか、同志社大学大学院アメリカ研究科は同志社大学大学院グローバル・スタディーズ研究科
に名称変更され、その内容もアメリカクラスター、現代アジア研究クラスター、そしてグロー
バル社会クラスターの３部門に分けられている。東京大学大学院総合文化研究科地域研究専攻
は５部門に分かれている。アメリカ研究は大変重要な部門であるが、“one	of	them”になりつ
つあることも事実なのである。
集団的自衛権が閣議決定され、この後は通常国会で個々の法律が改正されていくであろう。
ジョセフ・ナイ（Joseph	Samuel	Nye）ハーバード大学教授とリチャード・アーミテージ
（Richard	Armitage）元国防次官補は、「アーミテージ・ナイレポート」を日本政府に突き付
けた。このレポートの肝となる部分は日本に対する勧告である。すなわち、①国防力・国防機
能の強化、②憲法改正、③海外派兵、④防衛費の増大、⑤国連常任理事国入り、の５項目であ
る9）。
かつてアーミテージは、「同盟（alliance）とはお互い血を流す関係である。アメリカ軍は日
本を守るため血を流し、日本の自衛隊はアメリカを守るため血を流すのである」と述べた。
「同盟」という言葉は、かつての「日独伊三国同盟」を想起させるため、禁句であった。この
「同盟」という言葉が初めて使用されたのは、鈴木善幸内閣の時代であった。アメリカ側は歓
喜の声を上げたが、後に鈴木首相が外務省指導の下、アメリカ側の「同盟」に対する解釈を否
定したため、アメリカの国務省は激怒したのであった。
しかし現在の安倍内閣は、「アーミテージ・ナイレポート」を漸次的にまた事実上受け入れ
る方向にある。中国、ロシア、北朝鮮といった「仮想敵国」に対して、日本政府は断固とした
姿勢を採るとともに、粛々と国益と日本国民を守るため行動すべきである。
日米安全保障条約は日本の生命線である。日米関係の安定した良好な保持を図りつつ、中
国、ロシア、北朝鮮との静謐の保持も図らなければならない。このような時代にあってこそ、
合理的なアメリカ研究を推し進めていくことが、アメリカ研究者の使命なのであ
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２）同上	p	130
３）同上	pp.130─131
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p.33
８）同志社大学大学院アメリカ研究科のプログラム（Graduate	School	of	American	Studies:	Doshisha	
University）　1995年版より
設置科目　Courses
・アメリカ研究の課題と方法　Introduction	to	American	Studies
・アメリカ研究総合演習		American	Studies	Seminar
・アメリカ文明論		American	Civilization
・アメリカの法文化と政治文化		American	Law	and	Politics
・アメリカ経済論		American	Economy
・アメリカの宗教と社会		Religion	in	American	Society
・アメリカの思想と文化		American	Thought
・アメリカの文学と文化		American	Literature	and	Culture
・日米比較システム論		Social	and	Economic	System	
・日米関係論		American	Diplomacy
・特殊講義Ⅰ		Selected	Themes:	American	and	Japanese	Cultures
・特殊講義Ⅱ		Selected	Themes:	Civil	Rights	in	the	United	States
・特殊講義Ⅲ		Selected	Themes:	Regionalism	and	American	Culture	
・特殊講義Ⅳ		Selected	Themes:	Education	in	American	Society
・特殊講義Ⅴ		Selected	Themes:	American	Popular	Culture
・特殊講義Ⅵ		Selected	Themes:	Inter-cultural	Communication
・フィールドワーク	Independent	Study
　　信じられないほど贅沢なプログラムである。分野の多岐性及び開講科目の多さに圧倒される。財
政的にも大変であったろうが、同志社大学クラスでは可能であったと推測される。
９）吉村治彦　『日本人が知らない世界一の名門の裏側　ハーヴァード大学の秘密』
株式会社PHP研究所　2014年　p.220
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